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中心市街地の活性化に関する法律（抜粋） 

 

（平成１０年 ６月 ３日法律第 ９２号） 

最終改正 平成２９年 ６月 ２日法律第 ５０号  

 

目次 
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第三節 認定特定民間中心市街地活性化事業及び認定特定民間中心市街地経済活力向

上事業に対する特別の措置（第四十八条－第六十条） 

第四節 中心市街地の活性化のためのその他特別の措置（第六十一条―第六十五条） 
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第六章 雑則（第七十六条―第八十三条） 

 附則 

 

   第一章 

第一条（略） 

 （中心市街地） 

第二条 この法律による措置は、都市の中心の市街地であって、次に掲げる要件に該当する

もの（以下「中心市街地」という。）について講じられるものとする。 

一 当該市街地に、相当数の小売商業者が集積し、及び都市機能が相当程度集積しており、

その存在している市町村の中心としての役割を果たしている市街地であること。 

二 当該市街地の土地利用及び商業活動の状況等からみて、機能的な都市活動の確保又は

経済活力の維持に支障を生じ、又は生ずるおそれがあると認められる市街地であること。 

三 当該市街地における都市機能の増進及び経済活力の向上を総合的かつ一体的に推進す

ることが、当該市街地の存在する市町村及びその周辺の地域の発展にとって有効かつ適

切であると認められること。 

 （基本理念）  

第三条 中心市街地の活性化は、中心市街地が地域住民等の生活と交流の場であることを踏

まえつつ、地域における社会的、経済的及び文化的活動の拠点となるにふさわしい魅力あ

る市街地の形成を図ることを基本とし、地方公共団体、地域住民及び関連事業者が相互に

密接な連携を図りつつ主体的に取り組むことの重要性にかんがみ、その取組に対して国が

集中的かつ効果的に支援を行うことを旨として、行われなければならない。  

 （国の責務）  

第四条 国は、前条の基本理念にのっとり、地域の自主性及び自立性を尊重しつつ、中心市

街地の活性化に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。  

 （地方公共団体の責務）  

第五条 地方公共団体は、第三条の基本理念にのっとり、地域における地理的及び自然的特

性、文化的所産並びに経済的環境の変化を踏まえつつ、国の施策と相まって、効果的に中
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心市街地の活性化を推進するよう所要の施策を策定し、及び実施する責務を有する。  

 （事業者の責務）  

第六条 事業者は、第三条の基本理念に配意してその事業活動を行うとともに、国又は地方

公共団体が実施する中心市街地の活性化のための施策の実施に必要な協力をするよう努め

なければならない。  

 （定義） 

第七条 ～ １１（略） 

１２ この法律において「特定民間中心市街地経済活力向上事業」とは、中心市街地への来

訪者又は中心市街地の就業者若しくは小売業の売上高を相当程度増加させることを目指し

た中小小売商業高度化事業、特定商業施設等整備事業及び第十項第一号に掲げる事業であ

って、民間事業者が行うものをいう。 

 

   第二章 （略） 

   第三章 基本計画の認定等 

（基本計画の認定） 

第九条 市町村は、基本方針に基づき、当該市町村の区域内の中心市街地について、中心市

街地の活性化に関する施策を総合的かつ一体的に推進するための基本的な計画（以下「基

本計画」という。）を作成し、内閣総理大臣の認定を申請することができる。 

２ 基本計画においては、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 中心市街地の位置及び区域 

二 土地区画整理事業、市街地再開発事業、道路、公園、駐車場等の公共の用に供する施

設の整備その他の市街地の整備改善のための事業に関する事項 

三 都市福利施設を整備する事業に関する事項 

四 公営住宅等を整備する事業、中心市街地共同住宅供給事業その他の住宅の供給のため

の事業及び当該事業と一体として行う居住環境の向上のための事業に関する事項（地方

住宅供給公社の活用により中心市街地共同住宅供給事業を促進することが必要と認めら

れる場合にあっては、地方住宅供給公社による中心市街地共同住宅供給事業の促進に関

する業務の実施に関する事項） 

五 中小小売商業高度化事業、特定商業施設等整備事業、民間中心市街地商業活性化事業

その他の経済活力の向上のための事業及び措置に関する事項 

六 第二号から前号までに規定する事業及び措置と一体的に推進する次に掲げる事業に関

する事項 

イ 公共交通機関の利用者の利便の増進を図るための事業 

ロ 特定事業 

七 第二号から前号までに規定する事業及び措置の総合的かつ一体的推進に関する事項 

八 中心市街地における都市機能の集積の促進を図るための措置に関する事項 

九 計画期間 

３ 前項各号に掲げるもののほか、基本計画を定める場合には、次に掲げる事項について定

めるよう努めるものとする。 

一 中心市街地の活性化に関する基本的な方針 

二 中心市街地の活性化の目標 

三 その他中心市街地の活性化に資する事項 

４ 第二項第二号から第六号までに掲げる事項には、道路法（昭和二十七年法律第百八十号）

第三十二条第一項第一号又は第四号から第七号までに掲げる施設、工作物又は物件（以下

この項及び第四十一条において「施設等」という。）のうち、中心市街地の活性化に寄与
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し、道路（同法による道路に限る。第四十一条において同じ。）の通行者又は利用者の利

便の増進に資するものとして政令で定めるものの設置（道路交通環境の維持及び向上を図

るための清掃その他の措置であって、当該施設等の設置に伴い必要となるものが併せて講

じられるものに限る。）であって、同項又は同法第三十二条第三項の許可に係るものに関

する事項を定めることができる。 

５ 基本計画は、都市計画及び都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第十八条の二の市町

村の都市計画に関する基本的な方針に適合するとともに、地域公共交通の活性化及び再生

に関する法律（平成十九年法律第五十九号）第五条第一項に規定する地域公共交通網形成

計画との調和が保たれたものでなければならない。 

６ 市町村は、第一項の規定により基本計画を作成しようとするときは、第十五条第一項の

規定により中心市街地活性化協議会が組織されている場合には、基本計画に定める事項に

ついて当該中心市街地活性化協議会の意見を、同項の規定により中心市街地活性化協議会

が組織されていない場合には、第二項第五号に掲げる事項について当該市町村の区域をそ

の地区とする商工会又は商工会議所の意見を聴かなければならない。 

７ 市町村は、地方住宅供給公社による中心市街地共同住宅供給事業の促進に関する業務の

実施に関する事項を定めようとするときは、あらかじめ、当該地方住宅供給公社の同意を

得なければならない。 

８ 市町村は、第四項に規定する事項を定めようとするときは、あらかじめ、道路法第三十

二条第一項又は第三項の許可の権限を有する道路管理者（同法第十八条第一項に規定する

道路管理者をいう。第四十一条において同じ。）及び都道府県公安委員会の同意を得なけ

ればならない。 

９ 市町村は、第一項の規定による認定の申請に当たっては、中心市街地において実施し又

はその実施を促進しようとする中心市街地の活性化に係る事業及びこれに関連する事業に

関する規制について規定する法律及び法律に基づく命令（告示を含む。）の規定の解釈に

ついて、関係行政機関の長（当該行政機関が合議制の機関である場合にあっては、当該行

政機関。以下この項において同じ。）に対し、その確認を求めることができる。この場合

において、当該確認を求められた関係行政機関の長は、当該市町村に対し、速やかに回答

しなければならない。 

１０ 内閣総理大臣は、第一項の規定による認定の申請があった場合において、基本計画の

うち第二項各号に掲げる事項（第四項の規定により同項に規定する事項を定めた場合にあ

っては、当該事項を含む。）に係る部分が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、そ

の認定をするものとする。 

一 基本方針に適合するものであること。 

二 当該基本計画の実施が当該市町村における中心市街地の活性化の実現に相当程度寄与

するものであると認められること。 

三 当該基本計画が円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること。 

１１ 内閣総理大臣は、前項の認定を行うに際し必要と認めるときは、中心市街地活性化本

部に対し、意見を求めることができる。 

１２ 内閣総理大臣は、第十項の認定をしようとするときは、第二項第二号から第八号まで

に掲げる事項について、経済産業大臣、国土交通大臣、総務大臣その他の当該事項に係る

関係行政機関の長（次条、第十二条及び第十三条において単に「関係行政機関の長」とい

う。）の同意を得なければならない。 

１３ 内閣総理大臣は、第十項の認定をしたときは、遅滞なく、その旨を当該市町村に通知

しなければならない。 

１４ 市町村は、前項の通知を受けたときは、遅滞なく、都道府県及び第六項の規定により
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意見を聴いた中心市街地活性化協議会又は商工会若しくは商工会議所に当該認定を受けた

基本計画（以下「認定基本計画」という。）の写しを送付するとともに、その内容を公表

しなければならない。 

１５ 都道府県は、認定基本計画の写しの送付を受けたときは、市町村に対し、当該認定基

本計画の円滑かつ確実な実施に関し必要な助言をすることができる。 

第十条 ～ 第十五条 （略） 

 

   第四章 中心市街地の活性化のための特別の措置 

    第一節 認定中心市街地における特別の措置 

第十六条 ～ 第三十六条 （略） 

 （大規模小売店舗立地法の特例） 

第三十七条 都道府県及び地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十

九第一項の指定都市（以下この条、次条及び第六十五条において「都道府県等」という。）

は、認定中心市街地の区域（当該区域内に第六十五条第一項の規定により第二種大規模小

売店舗立地法特例区域として定められた区域がある場合においては、当該定められた区域

を除く。）のうち、大規模小売店舗（大規模小売店舗立地法（平成十年法律第九十一号）

第二条第二項に規定する大規模小売店舗をいう。以下同じ。）の迅速な立地を促進するこ

とにより中心市街地の活性化を図ることが特に必要な区域（以下「第一種大規模小売店舗

立地法特例区域」という。）を定めることができる。 

２ 都道府県等は、第一種大規模小売店舗立地法特例区域を定めたときは、経済産業省令で

定めるところにより、その内容を公告しなければならない。 

３ 前項の公告の日（第一種大規模小売店舗立地法特例区域の変更があったときは、次条第

一項において準用する前項の公告の日）以後は、第一種大規模小売店舗立地法特例区域（第

一種大規模小売店舗立地法特例区域の変更があったときは、その変更後のもの）における

大規模小売店舗については、大規模小売店舗立地法第五条、第六条第一項から第四項まで、

第七条から第十条まで、第十一条第三項、第十四条及び附則第五条の規定は、適用しない。 

４ 都道府県等は、第一種大規模小売店舗立地法特例区域の案を作成しようとするときは、

当該区域の存する認定市町村と協議しなければならない。 

５ 認定市町村は、認定基本計画を実施するため必要があると認めるときは、都道府県等に

対し、第一種大規模小売店舗立地法特例区域の案を記載した書面をもって第一種大規模小

売店舗立地法特例区域を定めるよう要請することができる。 

６ 都道府県等は、第一種大規模小売店舗立地法特例区域の案を作成しようとする場合にお

いて必要があると認めるときは、公聴会の開催その他の住民等（当該第一種大規模小売店

舗立地法特例区域内に居住する者、当該区域において事業活動を行う者、当該区域をその

地区に含む商工会又は商工会議所その他の当該区域に存する団体その他の当該第一種大規

模小売店舗立地法特例区域の案について意見を有する者をいう。第八項及び第九項におい

て同じ。）の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

７ 都道府県等は、第一種大規模小売店舗立地法特例区域を定めようとするときは、あらか

じめ、経済産業省令で定めるところにより、当該第一種大規模小売店舗立地法特例区域の

案を公告し、当該公告の日から二週間公衆の縦覧に供しなければならない。 

８ 前項の公告に係る第一種大規模小売店舗立地法特例区域の案には、次項の規定により住

民等が当該第一種大規模小売店舗立地法特例区域の案について都道府県等に意見を提出す

るに際し参考となるべき事項として経済産業省令で定めるものを記載した書類を添付しな

ければならない。 

９ 第七項の規定による公告があったときは、住民等は、同項の縦覧期間満了の日までに、
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縦覧に供された第一種大規模小売店舗立地法特例区域の案について、都道府県等に意見を

提出することができる。 

１０ 第一種大規模小売店舗立地法特例区域において大規模小売店舗を設置する者は、その

大規模小売店舗の周辺の地域の生活環境の保持についての適正な配慮をして当該大規模小

売店舗を維持し、及び運営するよう努めなければならない。 

１１ 前項の大規模小売店舗において事業活動を行う小売業者は、当該大規模小売店舗を設

置する者が同項の規定により適正な配慮をして行う当該大規模小売店舗の維持及び運営に

協力するよう努めなければならない。 

第三十八条 前条第二項及び第四項から第九項までの規定は、第一種大規模小売店舗立地法

特例区域の変更又は廃止について準用する。 

２ 第一種大規模小売店舗立地法特例区域の変更又は廃止の際当該変更又は廃止により第一

種大規模小売店舗立地法特例区域でなくなった区域において現に大規模小売店舗を設置し

ている者は、前項において準用する前条第二項の公告の日以後最初に大規模小売店舗立地

法第五条第一項第四号から第六号までに掲げる事項の変更をしようとするときは、その旨

及び同項第一号、第二号又は第四号から第六号までに掲げる事項で当該変更に係るもの以

外のものを都道府県等に届け出なければならない。この場合においては、同法附則第五条

の規定は、適用しない。 

３ 前項の規定による変更に係る事項の届出は、大規模小売店舗立地法第六条第二項の規定

による届出とみなす。 

４ 第二項の規定による届出のうち変更に係る事項以外のものの届出は、大規模小売店舗立

地法第五条第一項の規定による届出とみなす。ただし、同法第五条第三項及び第四項並び

に第七条から第九条までの規定は、適用しない。 

第三十九条 ～ 第四十一条 （略） 

 

  第二節 （略） 

 

第三節 認定特定民間中心市街地活性化事業及び認定特定民間中心市街地経済活力向上

事業に対する特別の措置 

第四十八条 ～ 第四十九条 （略） 

 （特定民間中心市街地経済活力向上事業計画の認定） 

第五十条 特定民間中心市街地経済活力向上事業（認定基本計画に記載されたものに限る。）

を実施しようとする者（第七条第七項第五号に定める事業を実施しようとする場合にあっ

ては同号に掲げる会社を設立しようとする中小小売商業者とし、同項第六号に定める事業

を実施しようとする場合にあっては同号に掲げる会社を設立しようとする中小小売商業者

を、同項第七号に定める事業を実施しようとする場合にあっては特定会社を設立しようと

する者を、同条第八項に規定する事業及び同条第十項第一号に掲げる事業を実施しようと

する場合にあっては当該事業を実施する法人を設立しようとする者を含む。第四項におい

て「特定民間中心市街地経済活力向上事業者」という。）は、単独で又は共同して、協議

会における協議を経て、特定民間中心市街地経済活力向上事業に関する計画（以下この条

及び次条において「特定民間中心市街地経済活力向上事業計画」という。）を作成し、経

済産業大臣の認定を申請することができる。 

２ 前項の規定による認定の申請は、市町村を経由して行わなければならない。この場合に

おいて、市町村は、当該特定民間中心市街地経済活力向上事業計画に関し意見を付すこと

ができる。 

３ 特定民間中心市街地経済活力向上事業計画には、次に掲げる事項を記載しなければなら



 - 256 - 

ない。 

一 特定民間中心市街地経済活力向上事業の中心市街地への来訪者又は中心市街地の就業

者若しくは小売業の売上高の増加の目標及び内容 

二 特定民間中心市街地経済活力向上事業の実施時期 

三 特定民間中心市街地経済活力向上事業を行うのに必要な資金の額及びその調達方法 

四 第五十八条第一項に規定する大規模小売店舗立地法の特例の適用を受けようとする場

合にあっては、その旨及び当該特例の適用を受けて設置しようとする大規模小売店舗の

所在地その他経済産業省令で定める事項 

４ 経済産業大臣は、第一項の認定の申請があった場合において、その特定民間中心市街地

経済活力向上事業計画が次の各号のいずれにも該当するものであると認めるときは、その

認定をするものとする。 

一 前項第一号、第二号及び第四号に掲げる事項が基本方針のうち第八条第二項第七号、

第八号及び第十一号に掲げる事項の内容に照らして適切なものであること。 

二 当該特定民間中心市街地経済活力向上事業が確実に実施される見込みがあること。 

三 特定民間中心市街地経済活力向上事業者が中小小売商業高度化事業を実施する場合に

あっては、当該中小小売商業高度化事業の適切な実施を図るために必要な要件として政

令で定めるものに該当すること及び当該特定民間中心市街地経済活力向上事業者が、経

済産業省令で定めるところにより、現に事業の用に供されていない土地又は店舗用の建

物の相当数の所有者等の協力を得て行う取組であって、当該中小小売商業高度化事業の

効果的な実施に資するものを行うと見込まれること。 

５ 経済産業大臣は、特定民間中心市街地経済活力向上事業計画に第三項第四号に掲げる事

項が記載されている場合において、前項の認定をしようとするときは、あらかじめ、当該

事項に係る大規模小売店舗の所在地の属する都道府県の知事に協議し、その同意を得なけ

ればならない。 

６ 都道府県は、前項の規定による協議があった場合において必要があると認めるときは、

特定民間中心市街地経済活力向上事業者に対し、住民等（当該協議に係る大規模小売店舗

の所在地の属する認定中心市街地の区域内に居住する者、当該区域において事業活動を行

う者、当該区域をその地区に含む商工会又は商工会議所その他の当該区域に存する団体そ

の他の第三項第四号に掲げる事項について意見を有する者をいう。第八項において同じ。）

に、説明会の開催その他の第三項第四号に掲げる事項の内容を周知させるために必要な措

置を講ずるよう求めることができる。 

７ 都道府県は、第五項の規定による協議があったときは、経済産業省令で定めるところに

より、第三項第四号に掲げる事項について公告し、当該公告の日から二週間公衆の縦覧に

供しなければならない。 

８ 前項の規定による公告があったときは、住民等は、同項の縦覧期間満了の日までに、縦

覧に供された第三項第四号に掲げる事項について、都道府県に意見を提出することができ

る。 

９ 経済産業大臣は、第四項の認定を行ったときは、関係都道府県に対して、速やかにその

旨を通知しなければならない。 

（認定特定民間中心市街地経済活力向上事業計画の変更等） 

第五十一条 前条第四項の認定を受けた者（以下「認定特定民間中心市街地経済活力向上事

業者」という。）は、当該認定に係る特定民間中心市街地経済活力向上事業計画（以下「認

定特定民間中心市街地経済活力向上事業計画」という。）を変更しようとするときは、経

済産業大臣の認定を受けなければならない。 

２ 経済産業大臣は、認定特定民間中心市街地経済活力向上事業者が作成した認定特定民間
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中心市街地経済活力向上事業計画（前項の規定による変更の認定があったときは、その変

更後のもの。以下同じ。）に従って特定民間中心市街地経済活力向上事業が実施されてい

ないと認めるときは、その認定を取り消すことができる。 

３ 前条第二項及び第四項から第九項までの規定は、第一項の認定について準用する。 

第五十二条 ～ 第五十七条 （略） 

（大規模小売店舗立地法の特例） 

第五十八条 認定特定民間中心市街地経済活力向上事業計画に記載された第五十条第三項第

四号に掲げる事項に係る大規模小売店舗（次項及び第三項において「認定特例大規模小売

店舗」という。）については、大規模小売店舗立地法第五条、第六条第一項から第四項ま

で、第七条から第十条まで、第十一条第三項、第十四条及び附則第五条の規定は、適用し

ない。 

２ 認定特例大規模小売店舗を設置する者は、その認定特例大規模小売店舗の周辺の地域の

生活環境の保持についての適正な配慮をして当該認定特例大規模小売店舗を維持し、及び

運営するよう努めなければならない。 

３ 認定特例大規模小売店舗において事業活動を行う小売業者は、当該認定特例大規模小売

店舗を設置する者が前項の規定により適正な配慮をして行う当該認定特例大規模小売店舗

の維持及び運営に協力するよう努めなければならない。 

（指導及び助言） 

第五十九条 国及び地方公共団体は、認定特定事業者に対し、認定特定計画に係る事業を的

確に行うことができるよう必要な指導及び助言を行うものとする。 

（報告の徴収） 

第六十条 主務大臣は、認定特定民間中心市街地活性化事業者に対し、特定民間中心市街地

活性化事業の実施状況について報告を求めることができる。 

２ 経済産業大臣は、認定特定民間中心市街地経済活力向上事業者に対し、特定民間中心市

街地経済活力向上事業の実施状況について報告を求めることができる。 

 

第四節 中心市街地の活性化のためのその他特別の措置（第六十一条―第六十五条） 

第六十一条 ～ 第六十四条 （略） 

 （大規模小売店舗立地法の特例） 

第六十五条 都道府県等は、中心市街地の区域（当該区域内に第三十七条第一項の規定によ

り第一種大規模小売店舗立地法特例区域として定められた区域がある場合においては、当

該定められた区域を除く。）において大規模小売店舗の迅速な立地を促進することにより

中心市街地の活性化を図ることが必要な区域（以下「第二種大規模小売店舗立地法特例区

域」という。）を定めることができる。 

２ 第四項において準用する第三十七条第二項の公告の日（第二種大規模小売店舗立地法特

例区域の変更があったときは、第四項において準用する第三十八条第一項において準用す

る第三十七条第二項の公告の日）以後は、第二種大規模小売店舗立地法特例区域（第二種

大規模小売店舗立地法特例区域の変更があったときは、その変更後のもの）における大規

模小売店舗立地法第五条第一項の規定による届出に係る大規模小売店舗の新設又は同法第

六条第一項若しくは第二項の規定による届出（第三十八条第三項の規定により同法第六条

第二項の規定による届出とみなされる第三十八条第二項の規定による変更に係る事項の届

出及び同法附則第五条第四項の規定により同法第六条第二項の規定による届出とみなされ

る同法附則第五条第一項（同条第三項において準用する場合を含む。）の規定による届出

を含む。第五項において同じ。）に係る同法第五条第一項各号に掲げる事項の変更につい

ては、同法第五条第四項、第六条第四項、第八条及び第九条の規定は、適用しない。 
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３ 第二種大規模小売店舗立地法特例区域に係る大規模小売店舗立地法第五条第一項及び第

六条第二項の規定による届出には、同法第五条第二項（同法第六条第三項において準用す

る場合を含む。）の規定にかかわらず、経済産業省令で定める事項を記載した書類を添付

しなければならない。 

４ 第三十七条第二項、第四項から第九項まで及び第三十八条第一項の規定は、第二種大規

模小売店舗立地法特例区域について準用する。この場合において、第三十七条第四項中「認

定市町村」とあるのは「市町村」と、同条第五項中「認定市町村は、認定基本計画を実施

するため」とあるのは「市町村は、中心市街地において大規模小売店舗の迅速な立地を促

進することにより中心市街地の活性化を図るため」と読み替えるものとする。 

５ 第二種大規模小売店舗立地法特例区域の変更又は廃止があった場合においては、当該変

更又は廃止により第二種大規模小売店舗立地法特例区域でなくなった区域に係る当該変更

又は廃止前の大規模小売店舗立地法第五条第一項の規定による届出に係る大規模小売店舗

の新設又は同法第六条第一項若しくは第二項の規定による届出に係る同法第五条第一項各

号に掲げる事項の変更については、当該変更又は廃止後においても、同法第五条第四項、

第六条第四項、第八条及び第九条の規定は、適用しない。 

 

   第五章 （略） 

 

   第六章 雑則 

第七十六条 ～ 第七十九条 （略） 

 （罰則） 

第八十条 次の各号のいずれかに該当する者は、百万円以下の罰金に処する。 

一 第三十八条第二項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出を行った者 

二 第六十五条第三項の添付書類に虚偽の記載をして提出した者 

第八十一条 ～ 第八十二条 （略） 

第八十三条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法

人又は人の業務に関し、第八十条、第八十一条第一号若しくは第二号又は前条の違反行為

をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して各本条の刑を科する。 

 

附 則 抄  

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二月を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。 

第二条 ～ 第五条 （略） 

 

   附 則（平成一〇年一〇月一日法律第一一三号）抄 ～  附 則（平成一八年六月

二日法律第五〇号）抄 （略） 

 

   附 則（平成十八年法律第五十四号）抄  

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。 

第二条 ～ 第十五条 （略） 

 （罰則の適用に関する経過措置） 

第十六条 （略） 
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２ 新法第三十六条第一項に規定する第一種大規模小売店舗立地法特例区域又は新法第五十

五条第一項に規定する第二種大規模小売店舗立地法特例区域に係る公告の日前にした当該

公告に係る区域内の大規模小売店舗（大規模小売店舗立地法（平成十年法律第九十一号）

第二条第二項に規定する大規模小売店舗をいう。）に係る行為に対する大規模小売店舗立

地法の罰則の適用については、なお従前の例による。 

第十七条 ～ 第二十四条 （略） 

 （構造改革特別区域法の一部改正） 

第二十四条 構造改革特別区域法（平成十四年法律第百八十九号）の一部を次のように改正 

する。 

第三十五条を次のように改める。 

第三十五条 削除 

附則第四条第一項を削り、同条第二項中「前項に定めるもののほか、」を削り、同項を

同条とする。 

別表第二十五号中「中心市街地における商業の活性化事業」を「削除」に改める。 

 （構造改革特別区域法の一部改正に伴う経過措置） 

第二十五条 この法律の施行の際現に前条の規定による改正前の構造改革特別区域法第三十

五条第一項の規定による内閣総理大臣の認定に係る同法第二条第一項に規定する構造改革

特別区域であるものについては、この法律の施行の日において新法第五十五条第一項の規

定により都道府県（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第

一項の指定都市を含む。）が第二種大規模小売店舗立地法特例区域として定め、その内容

について新法第五十五条第四項において準用する新法第三十六条第二項の規定により公告

をした区域とみなす。 

第二十六条 ～ 第二十七条 （略） 

 

附 則 （平成一九年六月一日法律第七〇号）抄 ～ 附 則 （平成二五年一二月

一三日法律第一〇三号）抄 （略） 

 

附 則 （平成二六年四月二五日法律第三〇号）抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日

から施行する。ただし、附則第五条の規定は、公布の日から施行する。 

第二条 ～ 第五条 （略） 

 

附 則 （平成二六年五月二一日法律第四一号）抄 ～ 附 則 （平成二九年六

月二日法律第五〇号）抄 （略） 
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経済産業省関係中心市街地の活性化に関する法律施行規則（抜粋） 

 

                     （平成１８年８月１８日経済産業省令第８３号） 

 

 （公告の方法） 

第一条  中心市街地の活性化に関する法律（平成十年法律第九十二号。以下「法」という。）

第三十七条第二項（法第三十八条第一項（法第六十五条第四項において準用する場合を含

む。次条において同じ。）及び第六十五条第四項において準用する場合を含む。）の規定

による公告は、都道府県及び地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条

の十九第一項の指定都市（次条において「都道府県等」という。）の公報により行うもの

とする。 

第二条  法第三十七条第七項（法第三十八条第一項及び第六十五条第四項において準用する

場合を含む。）の規定による公告は、都道府県等の公報その他の都道府県等が適切と認め

る方法により行うものとする。 

第三条 法第五十条第七項（法第五十一条第三項において準用する場合を含む。）の規定に

よる公告は、都道府県の公報その他の都道府県が適切と認める方法により行うものとする。 

（第一種大規模小売店舗立地法特例区域の案についての意見提出のための参考事項） 

第四条 法第三十七条第八項（法第三十八条第一項において準用する場合を含む。）の経済

産業省令で定める事項は、次のとおりとする。 

一 第一種大規模小売店舗立地法特例区域を定めようとする区域（第一種大規模小売店舗

立地法特例区域を変更しようとする場合にあっては当該変更前及び変更後の第一種大規

模小売店舗立地法特例区域、第一種大規模小売店舗立地法特例区域を廃止しようとする

場合にあっては当該廃止前の第一種大規模小売店舗立地法特例区域）における都市機能

及び経済活動等の現況 

二 第一種大規模小売店舗立地法特例区域を定めることにより中心市街地の活性化につい

て期待される効果（第一種大規模小売店舗立地法特例区域を変更しようとする場合にあ

っては当該変更しようとする理由及び当該変更することにより中心市街地の活性化につ

いて期待される効果、第一種大規模小売店舗立地法特例区域を廃止しようとする場合に

あっては当該廃止しようとする理由） 

三 第一種大規模小売店舗立地法特例区域（第一種大規模小売店舗立地法特例区域を変更

しようとする場合にあっては、その変更後のもの。）を定めるに当たって考慮した当該

第一種大規模小売店舗立地法特例区域及びその周辺の地域の生活環境の保持に関する事

項 

四 法第三十七条第二項の公告の予定年月日（第一種大規模小売店舗立地法特例区域を変

更し、又は廃止しようとする場合にあっては、法第三十八条第一項において準用する法

第三十七条第二項の公告の予定年月日） 

五 その他参考となるべき事項 

（第二種大規模小売店舗立地法特例区域の案についての意見提出のための参考事項） 

第五条 法第六十五条第四項において準用する法第三十七条第八項（法第六十五条第四項に

おいて準用する法第三十八条第一項において準用する場合を含む。）の経済産業省令で定

める事項は、次のとおりとする。 

一 第二種大規模小売店舗立地法特例区域を定めようとする区域（第二種大規模小売店舗

立地法特例区域を変更しようとする場合にあっては当該変更前及び変更後の第二種大規

模小売店舗立地法特例区域、第二種大規模小売店舗立地法特例区域を廃止しようとする
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場合にあっては当該廃止前の第二種大規模小売店舗立地法特例区域）における都市機能

及び経済活動等の現況 

二 第二種大規模小売店舗立地法特例区域を定めようとする区域（第二種大規模小売店舗

立地法特例区域を変更し、又は廃止しようとする場合にあっては、当該変更し、又は廃

止しようとする第二種大規模小売店舗立地法特例区域）を含む市町村の中心市街地の区

域 

三 第二種大規模小売店舗立地法特例区域を定めることにより中心市街地の活性化につい

て期待される効果（第二種大規模小売店舗立地法特例区域を変更しようとする場合にあ

っては当該変更しようとする理由及び当該変更することにより中心市街地の活性化につ

いて期待される効果、第二種大規模小売店舗立地法特例区域を廃止しようとする場合に

あっては当該廃止しようとする理由） 

四 第二種大規模小売店舗立地法特例区域（第二種大規模小売店舗立地法特例区域を変更

しようとする場合にあっては、その変更後のもの。）を定めるに当たって考慮した当該

第二種大規模小売店舗立地法特例区域及びその周辺の地域の生活環境の保持に関する事

項 

五 法第六十五条第四項において準用する法第三十七条第二項の公告の予定年月日（第二

種大規模小売店舗立地法特例区域を変更し、又は廃止しようとする場合にあっては、法

第六十五条第四項において準用する第三十八条第一項において準用する法第三十七条第

二項の公告の予定年月日） 

六 その他参考となるべき事項 

（第一種大規模小売店舗立地法特例区域でなくなった区域において大規模小売店舗を設置

する者の届出） 

第六条 法第三十八条第二項の規定による届出は、様式第一の届出書を提出してしなければ

ならない。 

２ 法第三十八条第三項の規定により大規模小売店舗立地法（平成十年法律第九十一号）第

六条第二項の規定による届出とみなされる法第三十八条第二項の規定による届出に係る変

更を行う場合における大規模小売店舗立地法施行規則（平成十一年通商産業省令第六十二

号）第八条の規定の適用については、同条中「店舗に附属する施設の位置の変更」とある

のは、「一時的な変更、店舗に附属する施設の位置の変更又は大規模小売店舗内の店舗面

積の合計を減少させる変更」とする。 

（第二種大規模小売店舗立地法特例区域における大規模小売店舗の新設等の届出に係る添

付書類） 

第七条 法第六十五条第三項に規定する経済産業省令で定める事項は、大規模小売店舗立地

法施行規則第四条第一項第一号から第三号までに掲げる事項とする。 

第八条 ～ 第十五条 （略） 

（大規模小売店舗立地法の特例の適用を受けようとする場合の記載事項） 

第十六条 法第五十条第三項第四号の経済産業省令で定める事項は、次の各号に掲げる事項

（第二号から第六号までの事項については、大規模小売店舗の新設をする日における事項に

限る。）とする。 

一 大規模小売店舗の新設をする日 

二 大規模小売店舗内の店舗面積の合計 

三 駐車場の位置及び収容台数 

四 駐輪場の位置及び収容台数 

五 荷さばき施設の位置及び面積 

六 廃棄物等の保管施設の位置及び容量      
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第十七条 ～ 第十九条 （略） 

 

   附 則 

（施行期日） 

第一条 この省令は、中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推

進に関する法律の一部を改正する等の法律の施行の日（平成十八年八月二十二日）から施

行する。 

第二条 （略） 

 （経済産業省関係構造改革特別区域法施行規則の一部改正） 

第三条 経済産業省関係構造改革特別区域法施行規則（平成十五年経済産業省令第三十八号）

の一部を次のように改正する。 

第一条及び第二条を削る。 

第三条の見出しを削り、同条中「法」を「構造改革特別区域法（平成十四年法律第百八

十九号）」に改め、同条の条番号を削る。 

第四条 （略） 

 

附 則 （平成二六年七月二日経済産業省令第三五号） 

（施行期日） 

この省令は、中心市街地の活性化に関する法律の一部を改正する法律の施行の日（平成二

十六年七月三日）から施行する。 

 

附 則 （平成二八年三月二五日経済産業省令第三八号）抄 ～ 附 則 （平成三

〇年一月四日経済産業省令第一号） （略） 

 


